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沖縄本島における米軍基地跡地開発の検証
―北谷町の美浜アメリカンビレッジ地区を例として―
朱　 暁蕾
　1996 年に日米両政府は「SACO 最終報告」で，普天間飛行場を含む 11 施設，合わせて 5,002ha を条件
付きで返還することに合意した．基地返還が実現するにつれて，沖縄県の将来の発展を考える上で，米軍
基地跡地の開発利用が重要な課題となる．今まで経済学の観点から基地跡地開発に対する議論はよく見ら
れるが，地理経済学の観点からは少ない．今後も基地が徐々に返還されることを想定すると，これまでに
返還された基地の跡地開発はどのように進められてきたのか，また，その開発自体はどのような特徴・内
容のものであったのかを地理経済学の面から検証してみたい．
　本稿では，沖縄県北谷町の美浜アメリカンビレッジ地区を対象に，商業・リゾートを中心とした基地跡
地開発の経緯と現状を，開発事業開始から現在に至る 20 年のタイムスパンで，業種面の変化に焦点を当
てて検討する．具体的には，開発の経緯を①開発計画段階，②開業から店舗進出のピーク時，③ピーク時
から現在までの三段階に区分した上で，各段階での進出店舗・企業等の業態の変遷を明らかにし，その業
態変遷の持つ意味を考える．そこから引き出される結論として，基地跡地開発が単純に商業開発として行
われる場合，近隣商業地との競合関係等からその独自性を失い，長期的には地域開発の実を失いかねない
ことを指摘する．跡地開発は，他地域との機能分担を計画段階から見据え，地域の独自性を出すことを目
指す必要があり，それが地域の持続的な発展へと繋がることを示唆する．
キーワード：基地跡地開発，美浜アメリカンビレッジ，開発特徴
Keywords： Development of Former U.S. Military Bases, Mihama American Village, The Characteristics 
of Development
Ⅰ．はじめに
　沖縄県知事公室基地対策課（2013）によると，
2013 年の時点で沖縄県には日本における米軍専
用施設・区域の 73.8％（22,807 ha）が集中してお
り，それは県土の総面積の 10.2％を占めている．
米軍専用基地の規模から考えると，そこから沖縄
が利益を得ていると想像されてもおかしくないか
もしれないが，沖縄県知事公室基地対策課（2015）
は「軍関係受取が県民総所得に占める割合は，
1950 年代の 50％強から，本土復帰の 1972 年には
15.5％へと低下し，2012 年には 5.4％まで減少し
ている」と述べている．このような状況に加え，
1996 年に日米両政府が「SACO 最終報告」1）で，
普天間飛行場を含む 11 施設のうち 7 施設は全て
を，残りの4施設についてはその一部の計5,002 ha
を条件付きで返還することに合意した．しかし，
普天間基地返還の条件として辺野古に代替基地を
作るということをめぐって日本政府と沖縄の間に
大きな溝があるなど，返還が簡単には進展しない
事情もある．南（2015）は「経済的メリットの観
点からいえば，県の面積の 2 割近く2）」を占める
米軍基地は，今となっては効率の悪い土地利用で
あると評価せざるをえない」と指摘する． この
ように考えると，現在，基地の存在は経済的メ
リットよりもデメリットの面が大きいとも考えら
れる．
　一方，基地の返還やその後の利用に向けた動き
も徐々に進展している．沖縄県知事公室基地対策
課（2013）は，「今後返還が予定されている大規
模な駐留軍用地の跡地開発が，長きにわたる米軍
基地の存在により歪んだ沖縄の都市構造を再編す
る好機であり，地域の枠を超えた広域的かつ一体
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的な整備を図るとともに，各々の圏域や地域が広
域的に連携・補完しあい，沖縄に潜在する発展の
可能性を最大限に引き出していく必要がある」
（p. 163）と指摘し，跡地開発に大きな期待感を表
明している．
　こうしてみると，今後，返還が期待される市街
地地区において，基地跡地開発がどう進められる
のかが沖縄県全体にとって重要になってくる．開
発の行方は，その市町村の経済を変化させるばか
りではなく，返還地の面積を考慮すれば沖縄県の
将来の発展にも関わる重要な課題になると考えら
れる．真喜屋（2007）は「人口・産業の集中が続
く沖縄本島中南部都市圏では，戦後の急速かつ変
則的な市街地形成による過密市街地の発生，周辺
地域への無秩序なスプロール化等の都市問題が発
生している．このような問題から，市街地の整備
あるいは都市構造の再編において，狭隘な沖縄県
の中心部に出現する基地跡地に期待される役割は
大きく，都市部の貴重な空間をどのように利用す
るかは，沖縄全体の発展と切り離して考えること
は出来ない」と，基地跡地利用が都市構造の再編
に大きな役割を果たすと主張している．
　これらの研究事例を踏まえて，今までの沖縄県
における跡地開発の現状を商業開発，とりわけ小
売業の各数値の変動を中心としての角度から検証
し，跡地開発の特徴と問題点を明らかにすること
で，今後の沖縄本島における他の基地跡地開発の
課題を示唆できるのではないかと考える．
　本研究は，跡地開発の中でしばしば成功事例と
して取り上げられる北谷町の美浜アメリカンビ
レッジ地区の開発事業を分析対象とする．一方，
基地跡地開発を対象とする研究は数多くあるが，
例えば，屋嘉（1993）（1995）（2016），塚田（2004）
などがある．それらの研究は基地と沖縄経済との
関係性，基地経済の実態や，また基地跡地利用制
度の問題点をめぐって議論した．基地跡地開発そ
のもの，また返還された跡地の開発の現状につい
て追究されていない．そして，本研究の研究対象
である美浜アメリカンビレッジ地区の開発事業を
直接研究対象とする研究は，以下の真喜屋（2007）
と南（2015）がある．
　真喜屋（2007）は「（SACO 最終報告）返還計
画の中には，本土復帰以来，最大級の返還となる
普天間基地など都市部の一等地に広大な面積を持
つ施設が含まれている．従って，沖縄県の将来の
発展を考えるとき，軍用地の跡地開発利用の問題
は最重要課題の一つである」と述べ，基地跡地開
発の重要性とその開発が沖縄県の経済発展に対し
て持つ意義を強調している．そして，これまで沖
縄県の都市部の返還跡地で行われた那覇市，北谷
町，読谷村の三つの事例に沿って跡地開発の経緯
と特徴を検証し，今後の跡地利用開発の方向性を
問う形で議論を展開している．北谷町の美浜アメ
リカンビレッジ地区の開発に対する検証では，①
地価，②町税収入，③雇用，④商業活動，⑤年間
来客数の五つの面からその効果分析を行い，それ
により美浜アメリカンビレッジ開発事業は成功し
ていると判断し，また，これに起因する北谷町全
体への波及効果は大きいと結論付けている．
　一方，南（2015）は「基地経済に依存するより
も基地跡地を有効利用していくほうの経済効果が
大きく，雇用創出，就業構造，社会資本整備，居
住環境などの面でもプラス効果をもたらす．今
後，各市町村は県とも調整を重ねたうえで，周辺
地域と調和したまちづくり，跡地利用を通して実
現していく必要がある．そのためにも，過去に実
施された跡地利用を再検討し，今後の議論の素材
とすることは，決して無駄な作業ではない」と述
べ，北谷町役場でのヒヤリング結果および各種資
料をもとに，北谷町におけるこれまでの基地返還
状況および返還軍用地の跡地利用状況を中心に分
析している．さらに南は，長期的な視点から今後
の北谷町の返還跡地再開発における課題を指摘し
ている．
　しかし，上述の先行研究において，真喜屋の場
合は，返還された跡地の開発事業の開始直後の
データのみを分析して，そこから美浜アメリカン
ビレッジ開発事業の効果が大きいという結論を引
き出していることは妥当ではない．一つの開発事
業の効果を評価するには，長期的な視点に立って
その変化を追うべきではないだろうか．長いタイ
ムスパンで見た時，初めて開発事業は一定の評価
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を得ると考えられる．そして，南の場合には，基
地返還の状況と跡地利用の現状をまとめたに過ぎ
ず，跡地利用が具体的にはどのように進められた
のか，またその開発自体にどのような特徴があっ
たのかまで追究されていない．
　本研究は真喜屋（2007）と南（2015）の研究成
果を踏まえながら，美浜アメリカンビレッジ地区
開発事業の計画段階から現在までの 20 年間のタ
イムスパンの中で，その開発の特徴を検証する．
　中心的なテーマである北谷町の美浜アメリカン
ビレッジの分析に先立って，第Ⅱ章 1～3 節で沖
縄県及び北谷町の基地返還跡地利用の概要を示
す．そして，美浜アメリカンビレッジ地区開発事
業は企業誘致を中心に開発を進めていく形から，
本研究は第Ⅱ章 4 節からミクロ3）な視点から次の
ように分析を行う．まず，美浜アメリカンビレッ
ジ開発事業の初期と現在の立地企業を整理し，そ
の中から，この地域に進出する企業にどのような
変化と特徴があったのかを示す．続いて開発の三
段階における小売業の事業所数，従業者数，売り
場面積，年間商品販売額の変動を分析し，それら
の変動の原因を追う．また，2000 年以降，北谷
町の近隣の市町村に建設された大規模な商業施設
の増加と県内在住買い物客の変動について分析
し，それらが美浜アメリカンビレッジ地区の小売
業に対する影響を明らかにする．そして，店舗進
出のピーク時とその後の地域内における店舗業種
を精査し，そこからこの開発事業が業種面におい
てどのような変化の特徴を有していたのかを解明
する．さらに，それに連動するサービス業の年間
総生産額と小売業の年間商品販売額の変化を比較
分析することで，それらの関連性を見出す．この
ように業種面を中心に分析することから，この開
発が各段階において，状況の変化に伴い，どのよ
うな特徴を示しているのかを明らかにしたい．
Ⅱ．北谷町における米軍基地跡地利用
1. 沖縄県の跡地利用の状況
　沖縄県全体について見ると，返還された跡地
は，土地区画整理事業や土地改良事業などに利用
され，また民間による開発も進められて都市地区
の住宅地の確保や公共施設の建設，農地の拡大あ
るいは工業用地に使用されるなど，地域振興に貢
献している．
　1961 年4）から 2011 年 3 月 31 日までに返還さ
れた駐留軍用地の面積は 12,364.2 ha である5）．公
共事業により整備されたものが返還面積全体の
37.2％を占め，面積は 4,607.9 ha に及ぶ（第 1 図）．
公共事業によって整備された跡地の内訳は，
37.2％のうち道路やダム用地など「公共の利用」
に供する公共施設用地が 20.9％を占め，その面積
は 2,586.8 ha である．残りの 16.3％は個人，企業
によって利用される．この 16.3％に，返還跡地の
第 1 図　返還跡地整備利用状況図
出典　沖縄県知事公室基地対策課（2013）「沖縄の米軍基地」p. 163 をもとに筆者作成
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うち公共事業を伴わずに個人，企業の利用に供さ
れる 15.2％を合わせた 31.5％は，主に住宅用地，
工業用地，商業用地，農業用地などとして利用さ
れ，その面積は 3,883.7 ha である．上述の①公共
の利用と②個人，企業の利用の他に，③自然環境
保全林などの保全地として利用されているの 
が 28.5％，その他に，④米軍への再提供 2.6％， 
⑤自衛隊の利用 3.9％および地形的に利用が困難
とされる 12.6％，⑥利用困難地などがある．
　返還された跡地の利用状況は上述の通りである
が，このように開発利用されている跡地の中で最
も知られているものは，米軍牧港住宅地区の跡地
を利用して開発された那覇市の那覇新都心地区，
読谷補助飛行場跡地開発，北谷町の美浜地区6）（メ
イモスカラー地区と美浜アメリカンビレッジ地
区）およびハンビー地区の開発である．この三つ
の開発のうち那覇新都心地区開発は，地主と地域
振興整備公団が指揮を執って行われた商業開発で
ある．この開発は，当初「田園都市」型の開発コ
ンセプトを掲げて計画されたが，最終的には公団
と地主らの要請により，従来のどこにでも見られ
るような外来資本を誘致する「外来型」商業開発
になった．
　読谷村の場合は，那覇市とは対照的に，旧地主
への戦後補償も考慮して村が中心となって「内発
型」の開発を目指し，基地跡地を農業用地に仕立
てて，地元の農産物を中心に「地産地消」型の開
発を実現した（真喜屋 2007：p. 193）．
　北谷町の場合は，米軍基地であったハンビー飛
行場跡地（42.5 ha），メイモスカラー射撃訓練場
跡地（22.9 ha）とその背後の公有水面の埋立地
（49 ha）を合わせた 114.4 ha の西海岸全体を，基
地という軍事的空間から，人々が気軽に楽しむ都
市型リゾート空間へと再生した．この北谷町にお
ける開発計画と手法は，それまでの沖縄では見ら
れなかった独自のものであった．つまり，返還さ
れた土地に加え，それらをより効率的に利用する
ために背後の地先埋立事業を追加して，総合的な
形での開発が計画されたのである．
2．北谷町の概要と基地経済
　北谷町は沖縄本島の中部に位置し，東シナ海に
面した西海岸の町である（第 2 図）．北谷町の北
は嘉手納町，東は北中城村と沖縄市，南は宜野湾
市に隣接する．そして県都の那覇市からは 16 km
の距離で，県内随一の幹線道路というべき国道
58 号線が通過する地理的に有利な場所にある．
町の総面積は 13.78 km2 と県内 41 市町村の中で
35 番目の規模であるが，人口は近年，増加傾向
にあり，2016 年 11 月の時点で 29,188 人（町役場
の資料）となり，県内で 15 番目，人口密度は 1,979
人 / km2 と県内 9 番目に位置する．産業構造につ
いては，2017 年 3 月の時点で第 1 次産業が 0.7％
（内訳として漁業従事者約 20 人，農業約 40 人），
第 2 次産業は 14.1％でほとんどが建設業となって
いる．第 3 次産業は全体の 75.6％を占め，商業・
サービス産業，観光業を主としている．また，分
類不能の産業は 9.6％を占めている．この構造は，
沖縄県全体の産業割合7）と共通し，第 3 次産業が
著しく突出した産業構造となっている．
第 2 図　北谷町の位置
出典　国土交通省「国土数値情報」（平成 29 年版）
をもとに筆者作成
　現在の北谷町はこのような構成になっている
が，戦前は農村として栄え，沖縄本島北部の奥
間・羽地のターブックヮ（田圃）と並ぶ県下三大
沖縄本島における米軍基地跡地開発の検証
― 19 ―
美田の一つ「北谷ターブックヮ」があり，米の産
地として知られていた．また，珊瑚礁に囲まれた
遠浅の西海岸に面し，海の幸にも恵まれた地域で
あり，天然の良港である比謝川河口を控えていた
ため，中頭地域で生産される材木，砂糖，米など
を海路より那覇へ輸送していた8）．
　沖縄戦に際して，北谷村（当時）は米軍の沖縄
本島への最初の上陸地となり，町は完全に破壊さ
れた．終戦後は，村の平坦地のほとんどが米軍基
地として強制的に接収され，多くの村民の土地が
軍用地とされ，村民は家も田畑も失くして生活の
見通しを立てられずに帰郷を断念，または山間部
での生活を余儀なくされた．
　こうして北谷町では大量の平坦地が米軍に接収
されたが，これら米軍基地が生み出す経済効果に
ついて，沖縄県知事公室基地対策課（2007）はメ
イモスカラー射撃訓練場（22.9 ha）およびハン
ビー飛行場（42.5 ha）を取り上げて，「両地区の
返還前には，直接経済効果として，基地関連収入
（地代収入，軍雇用者所得），基地関連消費支出
（米軍等への財サービスの提供），基地関連市町村
収入（財政交付金等）が発生していた．それらの
総額は年間 3.3 億円程度であったと推計される．
また，それらが生み出していた経済波及効果は，
生産誘発額 2.9 億円 / 年，所得誘発額 0.9 億円 / 年，
税収額 0.4 億円 / 年と推計される」と述べている．
これを那覇市の牧港住宅地区9）（214 ha）および
那覇空軍・海軍補助施設10） （109 ha）と比べてみ
る．牧港住宅地区は返還前，年間直接経済効果が
総額 51.5 億円および経済波及効果，つまり生産
誘発額 54.8 億円 / 年，所得誘発額 16.8 億円 / 年，
税収額 6.2 億円 / 年である．那覇空軍・海軍補助
施設は返還前，年間直接経済効果が総額 34.2 億
円および経済波及効果，つまり生産誘発額 29.0
億円 / 年，所得誘発額 8.9 億円 / 年，税収額 3.5
億円 / 年である．これらをそれぞれ 1 ha あたり
の総額で比べると，牧港住宅地区はおよそ 2,400
万円で，那覇空軍・海軍補助施設はおよそ 3,100
万円である．それに対して，メイモスカラー射撃
場とハンビー飛行場の合計 65.4 ha を 1 ha で換算
すると，およそ 500 万円である（第 1 表）．こう
して量的な面から見ると，北谷町の両地区の基地
経済効果は低いことが分かる．
3．北谷町と米軍基地跡地
　北谷町は，嘉手納飛行場，キャンプ桑江，キャ
ンプ端慶覧および陸軍貯油施設の 4 施設の米軍基
地用地を現在も保有し，その総面積は 728.94 ha
で，町域面積の 52.3％の割合を占めている．戦後
すぐに，北谷町はおよそ 90％以上の土地を米軍
基地として接収された．その後，住宅不足を補う
目的もあって本土復帰（1972 年）前後に，嘉手
納基地の一部などが開放されて住宅地として利用
されてきた．とはいえ，これらの米軍施設の存在
によって居住地域の分断や土地利用の制限が設け
られたことが，交通体系や産業基盤整備などまち
づくりを図るのに大きな支障となり，北谷町はそ
の地理的優位性を活かすことができず，「基地の
中にある町」，「顔のない町」などと言われてきた
（北谷町 2017: p. 8）．
　このような問題を解決するために，行政，議会，
地主会は結束して，粘り強い運動と返還の要請を
行ってきた11）．その結果，1974 年以降，北谷町
においては段階的に米軍基地が返還された．1976
年には瑞慶覧通信所，カシジ陸軍補助施設が返還
され，1977 年には砂辺補助施設及びキャンプ瑞
第 1 表　基地の年間収入総額および 1 ha あたりの総額
年間総額（億円） 1 ha あたりの総額 （万円）
メイモスカラー射撃場とハンビー飛行場 3.3 500
牧港住宅地区 51.5 2400
那覇空軍・海軍補助施設 34.2 3100
出典　沖縄県知事公室基地対策課（2007）『駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果等検討調査報告書
（概要版）』pp.13-31 より筆者作成
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慶覧の一部が返還されて，それぞれ土地区画整 
理12）事業が行われたのち，主に住宅地として利
用された．そして，1981 年にはハンビー飛行場
とメイモスカラー射撃訓練場が返還された．この
二つの基地跡地返還を契機に，町は国道 58 号線
が縦断する本島南北交流の結節点としての地理的
優位性を発揮すべく，北谷町西海岸地域との一体
的な跡地利用を推進して，西海岸を活かしたまち
づくりに挑んだ．
　ハンビー飛行場とメイモスカラー射撃訓練場
は，それぞれ北前土地区画整理事業，桑江土地区
画整理事業と呼ばれ，土地区画整理という手法で
跡地開発が行われた．メイモスカラー射撃訓練場
は幅がおよそ 100m の縦長の土地だったので，土
地を有効に活用するために，その区画整理事業の
背地にある美浜公有水面 49 ha を利用し，埋立事
業を実施した．こうして確保された土地は，第一
義的には，住宅のためのものだったが，町はそこ
に運動公園，企業などを集約して，西海岸一帯の
活性化を目指そうとした．このように返還跡地，
すなわちイモスカラー射撃訓練場と埋立地を総合
的に開発するという計画の中で，美浜アメリカン
ビレッジ地区（22.7 ha）の開発が立ち上げられ，
基地跡地開発の新たな試みが始まった．
4．美浜アメリカンビレッジ開発事業 
　 （1994～2004 年）
　北谷町は基地によって分断されているため，町
の顔と呼べるような中心市街地が存在しなかっ
た．1981 年のハンビー飛行場およびメイモスカ
ラー射撃訓練場の返還を契機に，それらの開発に
よって町に一つの顔が生まれた．その経緯は次の
ようなものである．
　1981 年から 1987 年にかけて，北谷町が実施事
業者となってメイモスカラー射撃訓練場に隣接す
る公有水面を埋め立て（49 ha），その後 1994 年
から 2004 年まで 10 年をかけて美浜アメリカンビ
レッジ開発事業を進めた．返還された軍用地には
町有地が少なく，ほとんどが個人有地であり，公
共施設用地を確保し，さらに返還された跡地をよ
り有効に利用するために公有水面埋立事業が必要
とされたのである．こうして確保，開発された地
区 49 ha のおよそ半分が陸上競技場や野球場，公
園，学校施設，ビーチなどという公共施設と公共
住宅用地として整備され，残りの 22.7 ha には「美
浜アメリカンビレッジ」として民間企業の誘致が
図られた．
　北谷町（2000）によると，埋立事業が実施され
た当時はバブル経済が好調な時期だったため，約
51 億円の埋立総事業費は企業誘致による土地処
分金で補う計画であった．11 ha 余りの産業用地
を 1 デベロッパーに一括処分し，企業のノウハウ
を利用して都市型のリゾート地の形成を図ろうと
するものであった．しかし，その方針は，1991
年から 1992 年にかけてのバブル経済の崩壊に
よって転換を迫られる．1994 年には，町は企業
一社での開発は困難だと判断し，複数社への土地
処分によるリゾート地の形成を図ることとなっ
た．また，複数の企業による開発で全体のイメー
ジがバラバラとなり統制がとれなくなることを懸
念して，参加企業と町は，「安くて」，「近くて」，
「楽しみのある」街という明確なコンセプトのも
とで共通の認識を形成し，日帰りのリゾート「美
第 3 図　美浜アメリカンビレッジ地区の位置置
出典　国土地理院「地盤地図情報」をもとに筆者作成
沖縄本島における米軍基地跡地開発の検証
― 21 ―
浜タウンリゾート・アメリカンビレッジ」を計画
することになった（第 3 図）（仲里 2000：pp. 46-
54）（第 4 図）．
　この美浜アメリカビレッジ開発事業は，北谷町
の美しい自然環境と「基地の中にある町」という
特徴を活かしながら，アメリカのサンディエゴを
モデルに「アメリカ」をキーワードとし，それに
沖縄の文化や歴史を融合して魅力あるリゾート地
を形成しようという願いが込められたものであっ
た．
　真喜屋（2007）は「県民の余暇活動では，ドラ
イブが顕著に大きな割合を占めているにもかかわ
らず，県民を優先して作られる県内客用の駐車ス
ペースを設けていなかった．それは県民のリゾー
ト施設利用が少数であり，また従来の県内のリ
ゾート施設が利用対象者を県外からの観光客に求
めているからである」と述べている．そこで，ア
メリカンビレッジ開発は，自家用車を主要な交通
手段として利用する県民の利用拡大を図るため，
1,500台が収容できる6 haの公共駐車場を確保し，
一般利用者に無料で提供した．県民の誰もが気軽
に楽しめる場を提供するということで他リゾート
施設との差別化を図った．北谷町は，この駐車場
の経費負担について一般客からの料金徴収を排除
し，駐車場全体の 30％の管理経費を町が負担し，
残りの 70％を敷地面積，建物面積，業態，駐車
場からの距離などを勘案した負担額を決めて地区
内企業に支払ってもらうという仕組みを取った．
　企業誘致については，仲里（2000）は「町の担
当者が自ら足を運んで会社訪問を行い，また金融
機関への説明会も 350 回余に及んだ」と述べてい
る．企業選定に際しては，利益追求だけを目指す
のではなく地元に深く根ざし，町とともに地域の
発展を考える姿勢をもつ優良企業に立地してもら
うことを目指した．これは，本社機能を本土に持
つ企業の誘致によって，利益の大部分が本土へと
還流してしまうことを防ぐためだった．その結
果，県内企業が優先的に誘致され，一社13）を除
いて県内資本が選定された．また，このような企
業誘致の方針などを確保するための手段について
は，真喜屋（2007）は「①都市計画用途の商業地
への変更，②地区計画制度の導入による建築物な
どの用途制限を設けて，地区一帯は商業業務施設
を中心とした土地利用を図ることで統一した．更
第 4 図　美浜アメリカンビレッジ地区のエリアマップ
出典　沖縄美浜アメリカンビレッジ公式サイト https://www.okinawa-americanvillage.com/?page_id=34
　　　（2019 年 1 月 2 日閲覧）
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に，③土地売買契約書の 10 年間の転売禁止・2
年以内の工事着手・4 年以内の立ち上がりなどを
規定して，企業誘致を促進した．現在は郊外型の
大型スーパーとシネマコンプレックスを中心とし
た商業地が形成されている」とまとめている．
　このように行政と企業が一体となって明確な開
発コンセプトのもとで開発された美浜アメリカン
ビレッジは，開業の 1997 年から現在まで 20 年間
が経過した14）．時間の経過とともにその開発がど
のように変化し，また各段階に現れた特徴はどの
ようなものであったかを次章から検証する．
Ⅲ．美浜アメリカンビレッジ開発事業の 
　　検証
1．立地企業の特徴
　本章では各商業データを使いながら，美浜アメ
リカンビレッジ開業から 20 年間における開発の
各段階の特徴を分析し，合わせて開発が地域社会
にもたらした経済効果も考察してみる．
　土地開発にあたって町は，当初「1 デベロッ
パーに一括処分」という形で企業誘致をする方針
を立てていた．しかし，バブル崩壊の影響を受け
て，町は，各企業や業者各個に「土地分譲」の形
で土地を売却するよう方針転換した．そのため，
美浜アメリカンビレッジは一つの地区を形成しな
がら，全体を統括運営する明確な主体的組織がな
く，各企業や業者がそれぞれ自主的に管理運営す
る形態をとることとなった．ただし土地売却に際
して，町は詳しい土地の使用目的を規定した地区
計画を設けていた15）．では，開発初期（1997～
2000 年）における美浜アメリカンビレッジの企
業の立地状況はどのようなものだったか．
　美浜アメリカンビレッジは 1994 年から企業を
誘致し，1997 年から企業進出を開始して 1997 年
7 月には順次開業した．開発当初，町は「美浜タ
ウンリゾート・アメリカンビレッジ」の構想を立
てて美浜アメリカンビレッジ地区を商業地区と定
め，「安い・近い・楽しい」というコンセプトを
掲げて企業誘致を行った．このとき町は地元およ
び県内企業を優先的に誘致し，利益が地元に還元
されるよう取り計らった16）．第 2 表は 1997 年か
ら 2000 年にかけての立地企業を示すものである．
本社の所在地に注目すると，アメリカンビレッジ
第 2 表　1997～2000 年美浜アメリカンビレッジ地区の立地企業
NO. 企　　業　　名 用　　途 本　社 資本金 延床面積 進出年
1 ㈱国場組
アミューズメント
施設
那覇市 15 億 9,767 万円 5,620 m2 1997
2 ㈱メイクマン 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 5,492 m2 1998
3 ㈱神元コーポレーション 商業施設 那覇市 ― 2,101 m2 1998
4 ㈱奥原商事 商業施設 北谷町 5,200 万円 4,162 m2 1998
5 ㈱北谷シーサイドリゾート 商業施設 北谷町 ― 8,951 m2 1998
6 ㈱アジマァ 商業施設 北谷町 5,000 万円 952 m2 1998
7 ㈱北谷町物産公社 商業施設 南風原町 3 億 6,000 万円 40,415 m2 1998
8 ㈱アメリカヤインターナショナル 商業施設 読谷村 1,000 万円 2,366 m2 1999
9 国（社会保険庁） 保養施設 東京都 ― 5,410 m2 2000
10 ㈱メイクマン開発 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 4,849 m2 2000
11 ㈱カーニバルパークミハマ 商業施設 北谷町 ― 6,594 m2 2000
12 ㈱ベルシステム 24
事務所
（コールセンター）
東京都 267 億 9,700 万円 1,520 m2 2000
13 ㈲キャプテンズグループ 商業施設 うるま市 ― 2,971 m2 2000
出典　北谷町（2004）『美浜タウンリゾート・アメリカンビレッジ完成報告書』p. 10 をもとに筆者作成
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に立地した全13企業のうち沖縄県内企業が11社，
そのうち北谷町の地元企業が 4 社となっている．
そのほか 1 社は東京に本社のある外来企業であ
り，残りの 1 社は日本の政府機関である．それぞ
れが全体に占める割合は，県内企業が約 85％，
地元企業は 31％，そして外来企業は 8％である．
次いで資本金を見ると，東京に本社を持つ㈱ベル
システム 24 の資本金が群を抜いているが，その
延床面積が比較的小規模なものであることに加
え，他の企業の用途が商業施設であるのに対し
て，㈱ベルシステム 24 の用途が事務所であるこ
とを考慮すると，多くの利益が本土へ還流された
とは考えにくい．第 2 表の表す企業の状況から，
開発初期の段階においては，県内企業および地元
企業の誘致率が高く，外来資本によって利益が本
土へと流されることは防がれており，県内企業と
地元企業を優先的に誘致し，地元に利益を還元す
るという当初の目標はほぼ達成されたと判断して
よいだろう．
　では，1997 年の美浜アメリカンビレッジ開業
から 20 年間を経た現在，当該地区に立地する企
業の構成は開発初期と比べてどのように変化した
のか．2017 年の時点で，美浜アメリカンビレッ
ジ地区には 23 社の企業が進出している．第 3 表
でそれらの本社所在地を確認すると，県内企業が
20 社，そのうち北谷町地元企業が 10 社を占めて
第 3 表　2017 年美浜アメリカンビレッジ地区の立地企業
No. 企　　業　　名 用　　途 本　社 資本金 進出年
1 ㈱イオン琉球 商業施設 南風原町 3 億 6,000 万円 1998
2 ㈱奥原商事 商業施設 北谷町 5,200 万円 1998
3 ㈱メイクマン 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 1998
4 ㈱北谷シーサイドリゾート 商業施設 北谷町 ― 1998
5 ㈱アメリカヤインターナショナル 商業施設 読谷村 1,000 万円 1999
6 ㈱アジマァ 商業施設 北谷町 5,000 万円 1998
7 ㈱メイクマン開発 商業施設 浦添市 2 億 4,950 万円 2000
8 ㈱ベルシステム 24 事務所（コールセンター） 東京都 267 億 9,700 万円 2000
9 ㈲グルメ館 商業施設 うるま市 ― 2000
10 ㈱シュアラスター 化学工業メーカー 東京都 8,000 万円 2002
11 ㈱共立メンテナンス 宿泊施設 東京都 76 億 5,400 万円 2004
12 ㈱ GLBB ジャパン 通信施設 北谷町 2,000 万円 2008
13 ㈱ツーオーツ 商業施設 那覇市 ― 2010
14 ㈱ Distortion.Inc. 商業施設 宜野湾市 ― 2010
15 ㈱デポアイランド 商業施設 北谷町 ― 2010
16 ㈱プロジェクトコア 商業施設 読谷村 500 万円 2010
17 ㈱美浜リアルエステート 商業施設 北谷町 5,200 万円 2012
18 ㈱オークイデア 商業施設 北谷町 ― 2015
19 ㈱託一 商業施設 那覇市 7,000 万円 2015
20 ㈱ Distortion,seaside 商業施設 北谷町 ― 2015
21 ㈱ MONPA　 宿泊施設 北谷町 4,900 万円 2015
22 ㈱ソフィア 宿泊施設 北谷町 9,960 万円 2016
23 ㈱ザ・テラスホテルズ 宿泊関連施設 名護市 20 億 5,000 万円 2016
出典　北谷町役場（2017）「アメリカンビレッジ事業者」をもとに筆者作成
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いる．残りの 3 社は東京に本社がある外来企業で
ある．企業の割合では，県内企業が全体に占める
割合は開発当初とほぼ同じ約 87％である．これ
に対して，地元企業と外来企業はそれぞれ 43％，
13％とやや高くなっている．ただし，ここで注目
したいのは企業の用途である．第 3 表では 2004
年から 2016 年にかけて，宿泊施設およびそれに
関連する施設が 4 社増えている．中でも外来資本
である㈱共立メンテナンスによって建設された
「ザ・ビーチタワー沖縄」の延床面積，客室数お
よび宿泊定員17）は，それまで18）の沖縄では見ら
れない大規模なものである．資本金の面から見て
も，2004 年に美浜アメリカンビレッジ地区に進
出したこの長期滞在型宿泊施設は，大型外来資本
である．この規模の延床面積と資本を保有し，し
かも宿泊施設として利用される外来企業をアメリ
カンビレッジが地区内に初めて受け入れることに
なった．美浜アメリカンビレッジ地区には 2015
年以降，県内企業および地元企業による宿泊施設
も建設されたが，「ザ・ビーチタワー沖縄」に面
積と資本ともに及ぶものではない．県内と地元企
業の割合を見る限りでは，町は，美浜アメリカン
ビレッジの開業から 20 年を経ても県内および地
元企業優先の姿勢を崩してはいない．
　しかし，2002 年以降，周辺の市町村に商業施
設の出店が相次いだことで，美浜アメリカンビ
レッジ地区にもその影響が及んでいると思われ
る．第 4 表によると 2002 年以降，沖縄県の各市
町村に店舗面積 1 万 m2 以上の大型商業施設が 13
施設開業したが，そのうち北谷町の周辺市町村19）
に建設された商業施設が 6 施設であり，全体の半
数を占める．そして，第 4 表の大型施設が進出し
た年と第 5 図の吸引力指数20）の推移とを合わせ
て見ると，北谷町に隣接する市町村には大型商 
業施設が進出した 2003 年，2008 年，2012 年と
2013 年に，北谷町の購買人口21）は急激に減少し，
その結果，北谷町の購買の吸引力指数も低下し
た．そのため，町は開業当初のような形態での商
業地区として，この地区の発展を図るのではな
く，別の形態を探る必要に迫られた．
　その一つが，初めてこの地区に外来の長期滞在
型の大型宿泊施設を受け入れることであった．ま
た，企業の用途別分類に着目したとき，美浜アメ
リカンビレッジでは開業から 20 年を経て，企業
第 4 表　2002 年以降に沖縄県の各市町村に開業した主な商業施設
NO. 商 業 施 設 名 所在市町村 面積（m2） 開業年
1 サンエー那覇メインプレイス 那覇市 32,312 2002
2 沖縄アウトレットモールあしびなー 豊見城市 14,057 2002
3 イオン名護ショッピングセンター 名護市 17,532 2003
4 サンエー西原シティ 西原町 22,614 2003
5 イオン南風原ショッピングセンター 南風原町 26,046 2004
6 サンエーしおざきシティ 糸満市 14,000 2006
7 豊崎エアイフスタイルセンター TOMITON 豊見城市 11,421 2007
8 リビング・デザイン・スクエア・泡瀬 沖縄市 14,850 2008
9 サンエー経塚シティ 浦添市 18,621 2008
10 イーストベイステーションマリンプラザあがり浜 与那原町 14,876 2008
11 サンエー宜野湾コンベンションシティ 宜野湾市 16,112 2012
12 メイクマン浦添本店 浦添市 12,188 2013
13 イオンモール沖縄ライカム 北中城村 78,000 2015
出典　沖縄県商工労働部中小企業支援課（2015）『平成 26 年度買物動向調査の結果の概要』p. 13 を引用作成
注：店舗面積が 1 万 m2 以上のものに限る．
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の構成が商業中心から少しずつ変容しているのを
読み取ることができる．次に，その変容の実態に
ついて，詳しく分析する．
2　小売業の変化
　2004 年，美浜アメリカンビレッジ地区に初め
て大型宿泊施設が建設された．加えて，2015 年
から 2016 年までに三つの宿泊施設およびその関
連施設が建てられた．地区内に宿泊施設及びその
関連施設が次々と建設されて，徐々に企業の構成
に変容が現れている．この背景には，周辺市町村
に集中する商業施設の影響が考えられる．
　では，地区内の各商業施設は，周辺の商業施設，
また地区内の宿泊施設の影響を受けずに開発当初
の形態を保持しているのだろうか．この節では，
2004 年に始まった宿泊施設の誘致の前後におけ
る北谷町のアメリカンビレッジ地区における小売
業の変化を手掛かりとして，小売業がどのように
変化したかを解明する．
　第 5 表は 1994 年から 2014 年にかけての北谷町
第 5 図　2001～2014 年上位 10 市町村吸引力指数の推移
出典　沖縄県商工労働部中小企業支援課（2015）『平成 26 年度買物動向調査の結果の
概要』p. 9 をもとに筆者作成
第 5 表　1994～2014 年北谷町の小売業の変化
年
小　　　売　　　業
事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積
　 （人） （百万円） （m2）
1994 298 1,852 31,227 37,206
1997 323 1,804 30,808 42,415
2004 405 2,936 41,923 78,309
2007 337 2,776 35,931 77,739
2014 215 2,034 32,427 51,469
1994-1997 年 3 年間の増減率 8.4％ －2.6％ －1.3％ 14.0％
1997-2004 年 7 年間の増減率 25.4％ 62.7％ 36.1％ 84.6％
2004-2007 年 3 年間の増減率 －16.8％ －5.4％ －14.3％ －0.7％
2007-2014 年 7 年間の増減率 －36.2％ －26.7％ －9.8％ －33.8％
出典　経済産業省「商業統計」（1994） （1997） （2004） （2007） （2014）をもとに筆者作成
朱　 暁蕾
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全体における小売業の変化を示す表である．それ
によると，1994 年から 2004 年にかけて，小売業
は各項目で程度の差はあるが一定の伸び率を示し
ている．事業所数の増加とともに従業者数，売り
場面積，年間商品販売額のどれも順調な増加率を
見せている．1983 年から 2004 年まで，北谷町の
中心的な商業開発としては，いずれも西海岸にあ
る美浜アメリカンビレッジ，北前地区，桑江地区
の三つの地区しかなかった．1995 年は，桑江土
地区画整理地区の跡地開発事業が完成した年であ
る．したがって，1994 年から 1997 年までの小売
業の事業所数と売場面積の増加は，その開発事業
の影響を受けていると推測できる．そして，1997
年から 2004 年までの小売業の各項目の増加につ
いては，美浜アメリカンビレッジ開発事業開始が
1997 年であり，同年 7 月から誘致した企業から
順次開業したことが関連する．1997 年から 2004
年までの間，アメリカンビレッジを除いて北谷町
には大きな商業開発はなく，また，第 5 表では売
場面積の増加から 2004 年頃がアメリカンビレッ
ジ地区の店舗進出のピーク時にあたることが読み
取れる．そのため，1997 年対 2004 年の比率を見
たとき，売場面積が 84.6％急増した背景には美浜
アメリカンビレッジへの企業立地があると考えら
れる．また，事業所数，従業者数，小売業の年間
商品販売額のそれぞれの増加についても，その増
加率が高くなった時期と店舗進出（企業立地）が
集中した時期とが重なっている．これは，美浜ア
メリカンビレッジ地区における商業活動が活発化
していることを表すと考えられる．当該地区への
企業立地に呼応して事業者数と従業者数が増加し
たことは，町の雇用の場の創出に繋がり，さらに
年間商品販売額が増えている．このことから美浜
アメリカンビレッジ開発事業は，北谷町の経済に
一定の貢献をしたと思われる．
　しかし，美浜アメリカンビレッジ地区の店舗進
出ピークの 2004 年を境に，その後，小売業の従
業者数と年間商品販売額は事業所数とともに減少
へと転じている．特に小売業の売り場面積を見る
と，2004 年から 2007 年では 0.7％，2007 年から
2014 年では 33.8％減少した．このことから，美
浜アメリカンビレッジ地区では 2004 年を境に
2014 年までの 10 年間に，企業および商業店舗の
撤退が始まったと考えられる．第 6 表は，美浜ア
メリカンビレッジ地区で 2004 年以降に商業店舗
の撤退が始まったことを立証している．
　第 6 表において，2007 年の三つの地区の小売
業の事業所数，従業者数，年間商品販売額および
売場面積とその他の地域のそれぞれの項目を比べ
ると，三つの地区を合算した数値は大幅に他の地
域を超えている．2014 年も同様に比較すると，
事業所数においては大差がないが，他の項目にお
いては依然として三つの地区の合算がその他の地
域を上回っている．このことから，西海岸におけ
るこの三つの地区の商業集積が高いことが分か
る．ところが，この三つの地区を 2007 年から
2014 年の変化において捉えると，すべての地区
で事業所数の減少とともに従業者数，年間商品販
売額，売り場面積が高い減少率を示している．特
に美浜アメリカンビレッジ地区は，三つの地区の
うちで売場面積が最も減少している．
　美浜アメリカンビレッジ地区においては企業誘
致の当初，企業立地の増加とともにその地区の商
業集積機能が発揮され，それが地域雇用の場の創
出に貢献し，また，年間商品販売額の増加から開
発は地域に一定の経済効果をもたらした．しか
し，2007 年から 2014 年では美浜アメリカンビ
レッジ地区の小売業の年間商品販売額は 26.4％減
少した．この減少の原因として考えられるのは，
上述した周辺地域に大型商業施設が建設されたこ
とで，北谷町全体における地元や県内消費者に対
する購買吸引力が低下したことである．そして，
この購買吸引力の低下の影響は美浜アメリカンビ
レッジ地区の商業店舗にも波及し，店舗の撤退に
繋がったと推測できる．また，店舗の撤退が始
まった時期は，美浜アメリカンビレッジ地区に大
型宿泊施設などが建設され始めた時期とも重な
る．購買吸引力の低下と大型宿泊施設の建設は，
まず当該地区内の店舗の撤退という事態を引き起
こし，次いで，新たに参入する店舗の業態を変え
る事態に繋がった．では，当該地区内の店舗の業
態はどのように変化したのか．
沖縄本島における米軍基地跡地開発の検証
― 27 ―
3　店舗業種の変化
　前節で見たように，美浜アメリカンビレッジ地
区内では 2004 年以降，企業の構成に変化が現れ
ている．この節では，この変化を地区内の店舗の
業種22）から追うことを目的とし，美浜アメリカ
ンビレッジ地区に店舗が進出したピーク時とその
後の地区の店舗の業種を比較することで，店舗の
業態変化の特徴を解明する．
　第 7 表は，美浜アメリカンビレッジ地区に店舗
が進出したピーク時を過ぎた翌年の 2005 年と
2016 年における店舗業種の変化を表すものであ
る．表から分かるように，2005 年に美浜アメリ
カンビレッジ地区に進出した企業は合計 188 社で
ある．その内訳は，サービス業の店舗が 83 軒，
小売業の店舗が 82 軒である．そして，金融・保
険が 6 軒，アミューズメントを管理する企業の事
務所，国や町の関連機関を含むその他は 17 軒で
ある．この時期の特徴は，サービス業と小売業が
ほぼ同じ割合を占めることである．2016 年にな
ると，当該地区の店舗の総数は 303 軒になり，
2005 年に比べて 115 軒増えた．そして，サービ
ス業に関連する店舗は 149 軒にまで増え，小売業
の店舗は 122 軒，金融・保険は 10 軒，その他は
21 軒，不動産業は 1 軒へと増加した．特に，サー
ビス業では，2005 年に対して 2016 年の増加率は
79.5％に達した．2016 年，サービス業と小売業の
総数は両方共に増加したが，サービス業の店舗総
数と小売業の店舗総数は2005年では差が1軒だっ
たのに対して，2016 年は 27 軒とその差が大きく
なっている．
　この時期に大きく増加した店舗について，その
増加の理由と店舗の特徴を明らかにするため，
2005 年と 2016 年の店舗情報を比較すると，サー
ビス業および小売業の店舗の名前と営業内容が大
きく変わっていることが分かった．2005 年に美
浜アメリカンビレッジ地区に進出した金融・保険
とその他を除く 165 軒の店舗のうち，同じ店舗名
のものは 2016 年になると，32 軒しか残っていな
い．2016 年のサービス業と小売業の総店舗数 271
第 6 表　2007 年と 2014 年北谷町の地区別小売業の変化
年 町　地域 事業所数
従業者数
（人）
年間商品販売額
（百万円）
売場面積
（m2）
2007
美浜アメリカンビレッジ地区 73 807 9,774 26,137
北前土地区画整理地区 75 831 10,047 26,279
桑江土地区画整理地区 42 370 6,658 13,592
その他の地域 147 768 9,452 11,731
2007 年の合計 337 2,776 35,931 77,739
2014
美浜アメリカンビレッジ地区 44 549 7,197 14,913
北前土地区画整理地区 38 469 7,272 17,441
桑江土地区画整理地区 24 264 6,207 8,994
その他の地域 109 752 11,751 10,121
2014 年の合計 215 2,034 32,427 51,469
2014 年の 2007 年
からの増減率
美浜アメリカンビレッジ地区 －39.7％ －32.0％ －26.4％ －42.9％
北前土地区画整理地区 －49.3％ －43.6％ －27.6％ －33.6％
桑江土地区画整理地区 －42.9％ －28.6％ －6.8％ －33.8％
その他の地域 －25.9％ －2.1％ 24.3％ －13.7％
出典　経済産業省「商業統計」（2007）  （2014）をもとに筆者作成
朱　 暁蕾
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軒のうち，2005 年から存続するのが 32 軒で，そ
の他の 239 軒は 2005 年以降に新たにこの地域に
進出したものである．よって，2005 年以降，多
くの店舗が入れ替わったことが明らかである．そ
して，第 6 表と合わせて見ると，2007 年から
2014 年にかけて美浜アメリカンビレッジ地区の
小売業の売場面積は 26,137 m2 から 14,913 m2 へ
と 42.9％急減した．また，その事業所数も 73 軒
から 44 軒まで減った．しかし，第 7 表では，
2005 年から 2016 年までは小売業の店舗数が増え
ていた．その理由として考えられるのは，美浜ア
メリカンビレッジ地区では店舗進出するピーク時
の 2004 年以降に従来の規模が大きい商業店舗や
事業所がこの地区から撤退した後に，その代わり
に進出した商業店舗が小規模だったため，売場面
積と事業所数が減少したが，結果的に，小規模の
小売業店舗の数は増加したのである．
　一方，この二つの時期におけるサービス業の店
舗情報を精査し，その内容に応じて以下のように
生活関連・娯楽業23），宿泊業，飲食業の三つに分
類すると，第 6 図の結果を得た．第 6 図を見ると，
まず，どちらの年次においても飲食業に関連する
店舗が高い割合を占めているが，その店舗数は
2005 年の 56 軒から 2016 年では 94 軒に増え，お
よそ 1.7 倍増加した．次いで，高い割合を占める
生活関連・娯楽業に関連する店舗は 2005 年では
27 軒で，2016 年になると，48 軒にまで増加した．
さらに，2005 年と 2016 年の生活関連・娯楽業を
経営する店舗のサービス内訳を分析すると，宿泊
業向けのボディマッサージ，エステ，美容室など
といったサービス内容を中心とする店舗が 2005
年の 5 軒から 12 店舗増加して，2016 年には 17
軒になった．
　今まで見てきたように，2002 年以降に北谷町
第 6 図　2005 年と 2016 年に美浜アメリカンビレッジ地区の
サービス業の内訳の変化　　　　　　　　
出典　『ゼンリン住宅地図』「沖縄県北谷町」（2005. 03）pp. 32-78（2016. 03）
pp. 32-102 をもとに筆者作成
第 7 表　2005 年と 2016 年美浜アメリカンビレッジ地区の店舗業種の変化
年 サービス業 小売業 金融・保険 その他 不動産業 合　計
2005 83 82 6 17 0 188
2016 149 122 10 21 1 303
2016 年の対 2005 年増減率 79.5％ 48.8％ 66.7％ 23.5％ ― ―
出典　『ゼンリン住宅地図』「沖縄県北谷町」（2005. 03）pp. 32-78（2016. 03）pp. 32-102 をもとに筆者作成
注：「2005 年￢と 2016 年美浜アメリカンビレッジ地区の店舗業種の変化」の作成の仕方は以下の通りである。『ゼンリン
住宅地図』「沖縄県北谷町」（2005. 03）（2016. 03）に載せてある店舗の名前と所在ビルの名をエクセルに入力し，続
いてインターネットと美浜アメリカンビレッジ地区の店舗紹介のパンフレット両方を参照しながら，各店舗の業種，
営業内容を精査する．営業内容に基づいて，同じ業種の店舗をまとめ，得られた数を表にする．
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の周辺地域に大型商業施設が建設されたことで，
北谷町全体における地元や県内消費者に対する購
買吸引力が低下した．そのことが従来の買い物と
余暇を中心とする美浜アメリカンビレッジ地区に
も影響を及ぼし，その結果，当該地域の数多くの
商業店舗・事業所の撤退に繋がった．そして，従
来の規模が大きい商業店舗が撤退し始めた 2004
年と同時期に，当該地区には初めて大型宿泊施設
が進出した．大型宿泊施設の進出によって，2005
年以降は新たなサービス業と小売業の店舗が次々
と進出した．それらの新しい店舗を内容別に眺め
たとき，特にカフェ，レストラン，エステなど宿
泊に付属するサービス形態の店舗と観光客向けの
お土産品，ドラッグストアなどの小売に関連する
店舗の増加が目立つことが明らかになった．これ
らのことから，当該地区は，開業当初のあり方か
ら少しずつ変化が現れていることが分かった．さ
らに，その店舗の業態も従来のモノを中心に売る
小売業から宿泊・飲食などを中心とする長期滞在
客向けのサービス提供に変わった．では，なぜ店
舗が撤退し始めたこの時期に美浜アメリカンビ
レッジ地区に宿泊施設の進出が始まったのか．ま
た，これらの宿泊施設の進出は，北谷町にどれほ
どの経済効果をもたらしたのか．次節で見ていく．
4　サービス業の年間総生産額の変化
　美浜アメリカンビレッジ開発事業計画では，美
浜アメリカンビレッジ地区は単なる都市空間の創
出だけではなく，県外観光客にも十分認知される
ような，これまでの沖縄にはなかった特色あるタ
ウンリゾートとして，県民および観光客が集える
沖縄観光の新しい場の形成を目指していた．
　つまり，町としてはこの開発の目標は一つが
あった．当初は，上述した県民誰もが気軽に訪れ
ることのできる場所であることであり，それを実
現させるために，一般利用者に 1,500 台が収容で
きる無料公共駐車場を確保した．しかし，2004
年の当該地区の店舗が撤退したことを契機に，大
型外来宿泊施設が誘致された．その理由としては
以下の三つがある．①町内や県内に大規模リゾー
トホテルの運営を行っている会社が少なかったこ
と，②世界水準のリゾート地の形成が事業の目標
であったため，一定の知名度を持つ国際資本を運
営主体とする必要性があったこと，③ 2000 年以
降に外国人観光客が増加したことである．その結
果，開発の途中で誰にでも知られる国際的なレベ
ルの観光地を目指すことが加われた． 
　上述した通りに，2004 年の美浜アメリカンビ
レッジ地区初の大型宿泊施設の進出から，それ以
降，当該地区の企業構成および店舗の業種は徐々
に宿泊業および長期観光客滞在型向けのサービス
提供へと変化している．次いで，これらの宿泊施
設の進出が北谷町にどれほどの経済効果をもたら
したかを検討したい．
　第 7 図は，北谷町におけるサービス業の 2001
年から 2014 年までのサービス業年間総生産額の
推移を表すグラフである．このグラフによると，
2002 年から 2006 年ではサービス業年間総生産額
は減少傾向にあるが，その時期はちょうど美浜ア
メリカンビレッジ地区の企業誘致が進んでいる段
階である．また，北前土地区画整理地区と桑江土
地区画整理地区の両方が，住宅地区と商業地区の
開発に進んでいることにも関連して，開発初期は
飲食・宿泊などのサービス業よりも地元と近隣の
人に向けたモノを中心に売る小売業が多かった．
そして，2014 年までは北谷町には美浜アメリカ
ンビレッジ地区を除き，大型の宿泊施設が建設さ
れていなかった．2006 年から 2007 年にかけてこ
のサービス業年間総生産額が増加したのは，2004
年に美浜アメリカンビレッジ地区にザ・ビーチタ
ワー沖縄ホテルが建設された効果であろう．ま
た，2007 年から 2011 年までの再びの減少は 2008
年のリーマンショックと 2011 年の東日本大震災
などの国際的な背景に連動する動きと見てよいだ
ろう．これらの影響を受けて，観光客が全体とし
て減少し，それが北谷町のサービス業の収益にも
影響を与えた．2011 年以降の増加傾向から読み
取れるのは，リーマンショックからの経済の立ち
直りによって観光客が増加したことで，県外の観
光客にも美浜アメリカンビレッジ地区の知名度が
徐々に高まってきたと考えることができる．
　2014 年以後のデータは欠けているが24），その
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後さらに右肩上がりになっている可能性が高いと
予想される．その理由としては，第 8 図が示すよ
うに，入域観光客の宿泊人数を見てみると，2014
年以降，それが増加し続けていることが挙げられ
る．
　近隣市町村に大規模商業施設が多数建設された
ことにより県内の購買層が他市町村に分散し，北
谷町の吸引力指数が低下したことで，美浜アメリ
カンビレッジ地区では 2004 年以降，商業店舗が
撤退した．一方，それを契機に当該地区および
フィッシャリーナ地区25）に大規模宿泊施設が立
地したことにより，県外や国外からの観光客を呼
び込むことに繋がった．確かに，小売業における
北谷町の購買人口が減少し，それにより，年間商
品販売額も減少したが，その分を観光客の増加を
背景にサービス業が補いつつあると考えられる．
それに伴い，立地する店舗の業態にも変化が表れ
ている．小売業の減少した分の代わりに，これら
の大型宿泊施設の建設は 2011 年以降，徐々に北
谷町の地域経済に寄与していると思われる．
第 8 図　北谷町宿泊人数実数と推計値の推移（実線は実数，破線は推計値）
出典　北谷町役場企画財政課（2017）「北谷町宿泊動向推移表」をもとに筆者作成
第 7 図　北谷町におけるサービス業年間総生産額の推移
出典　沖縄県企画部統計課資料（2017）「北谷町のサービス業年間総生産額」
をもとに筆者作成
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Ⅳ　おわりに
　本稿では，地域開発の観点から，米軍基地跡地
開発の一形態である北谷町の美浜アメリカンビ
レッジ開発事業を取り上げて，跡地開発の各段階
における特徴とその効果を検証してきた．この検
証から，基地跡地開発は各段階において，状況の
変化に応じて異なる様相を呈していることが分
かった．
　基地跡地開発の延長線に位置付けられ，西海岸
開発の核となるこの美浜アメリカンビレッジ開発
事業は，まず有効な土地利用の観点から言えば，
町が本来の跡地開発のあり方に加えて，さらなる
開発空間を創出したため，土地利用の有効性を最
大限に発揮したと評価すべきである．
　次に北谷町と美浜アメリカンビレッジ開発事業
の段階ごとに時系列で追って見たとき，以下のこ
とが明らかになった．町は，この開発を通して当
初の県内と地元企業を優先的に誘致する姿勢を一
貫して崩していない．しかし，町にとっては国際
的な観光リゾート地を目指すことおよび外国人観
光客の増加に伴い，宿泊の供給と知名度のある国
際資本の運営するホテル等の必要性が高まってい
た．さらに 2002 年以降に，周辺の市町村に大型
商業施設の出店が相次いだことで，北谷町に来る
購買層が他市町村に分散し，町の吸引力指数は低
下した．美浜アメリカンビレッジ地区もその影響
を受けて店舗進出のピーク時以降，小売業の売り
場面積が大幅に減少し，商業店舗の撤退が始まっ
たことが分かった．それを契機に，美浜アメリカ
ンビレッジは地区内に長期滞在型の大型宿泊施設
を受け入れることになった．また，これらのこと
を背景に，地区内の小売業にも変化が現れてい
た．その変化は，2005 年以降は新たなサービス
業と小売業の店舗が次々と進出し，特にカフェ，
レストラン，エステなど宿泊に付属するサービス
形態の店舗と観光客向けのお土産品，ドラッグス
トアなどの小売に関連する店舗の増加が目立つよ
うになったことである．ここから，地区内への最
初の店舗進出ピーク時以降に，この地区の店舗の
業態も従来のモノを中心に売る小売業から，宿
泊・飲食などを中心とする長期滞在客向けのサー
ビス提供へと転換したことが判明した．開発当初
に進出した商業店舗の撤退によって，北谷町の年
間商品販売額が減少したが，今度はこの転換に
よって，その減少分は宿泊を中心とするサービス
業の年間総生産額が補い，町の購買人口の減少分
もまた観光客の増加分で補っていることが明らか
になった．
　しかし，上述した通りに店舗進出ピーク時を過
ぎると，開発の効力は薄れていき，初期の商業開
発は町の購買吸引力，従業員数の増加に短期的に
貢献したが，この開発の途中で，周りの市町村で
も同じ商業開発が進められたことによって，当該
地区がその形態を保ったままの商業開発を続ける
には限界があると判断された．一方，宿泊業を中
心としたサービス業がこの地区に進出し，商業店
舗の撤退による大量の雇用の喪失を食い止めたこ
と，そして，長期滞在宿泊型開発への転換で北谷
町の経済成長が急激に減速することは防がれたこ
と，この二点に関してはこの開発を大きく評価す
べきであるが，それだけでは，将来も継続的な町
の購買吸引力の回復と雇用の増加を望むことは難
しい．さらに，現在の町の状況について，北谷町
役場は「まちづくりの効果により町のブランド力
が高まった結果，返還跡地における区画整理事業
地区等を中心に，マンションや小規模宿泊施設等
が複数建設されており，地価が高騰している状況
がある」と述べている26）．
　一方で北谷町は美浜アメリカンビレッジ開発事
業の目標として，誰にでも知られる国際的なレベ
ルの観光地を目指すことを掲げていた．このよう
な目標の下に，2012 年から 2017 年にかけて，美
浜アメリカンビレッジ地区およびそれに隣接する
フィッシャリーナ地区で県外と国外資本による大
型宿泊施設 5 棟が建設され，そのうちの 4 施設が
すでに開業し，残る 1 施設が 2018 年開業を予定
している．このフィッシャリーナ地区で，すでに
開業しているリゾートホテルは 3 棟があるが，そ
の総客室数は 855 室で，現在年間宿泊者数は 66
万人に達している．また，建設中と進出予定のリ
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ゾートホテルは 6 棟であり，予定客室数は 817 室
である．これを既存のリゾートホテル客室数と合
わせると，この地区は合計 1,672 室の客室数を提
供することのできる地区へと将来整備されること
になる（北谷町 2017: p 29）．これらのリゾート
施設の進出によって，北谷町は将来，開発の目標
に従って国際的な観光地へと成長しつつあると評
価できる．しかし，北谷町役場の話にもあるよう
に，町がそのような成長を続ける背面では，地価
の高騰と生計費の上昇がもたらされると予想でき
る．そのため，町民の本来の収入のままではその
消費に追い付かず，町は結果的に町民たちにとっ
て住みにくい場所となり，代わって県外と他地域
の富裕層が町に集まる可能性が高くなる．このよ
うな状況は長期的な観点に立ったとき，町の人口
の増加に有益に作用するかと言えば必ずしもその
ように判断することはできない．
　では，この開発は全体として見て，北谷町に有
益ではなかったのだろうか．開発の 20 年間では，
北谷町の一人当たりの所得には多少の変動が認め
られるものの，周りの市町村との比較で見ると，
北谷町は高い水準を示している（第 9 図）．した
がって，北谷町においてはこの 20 年間は美浜ア
メリカンビレッジ開発事業を除いて他に大きな開
発はないことから，美浜アメリカンビレッジ開発
事業を含む西海岸の全体の開発は町の経済に大き
く寄与していることは確かである．特に，美浜ア
メリカンビレッジ開発事業は，当初のモノを中心
に売る商業開発から宿泊を中心とする長期滞在宿
泊型開発へと転換したことで，沖縄県内に同じ顔
を持つ商業開発との差別化に成功し，最初のモノ
を中心とした商業開発の限界を超えることができ
た点は評価すべきである．また，今後美浜アメリ
カンビレッジに隣接するフィッシャリーナ地区が
宿泊施設集積地として形成されるに従って，美浜
アメリカンビレッジ地区もそれに連携し，現在の
宿泊サービスの提供からフィッシャリーナ地区の
ホテル利用客への買い物，娯楽などの付随的サー
ビスを提供する受け皿となる可能性があると考え
られる．この連携がうまく作用すれば，両地区は
大きなシナジー効果を発揮することも予測できる
だろう．これらのことから，この開発は，北谷町
にとってある程度有益な開発だったと言うことが
できる．
　以上の美浜アメリカンビレッジ開発事業の検証
で解明された開発内容を踏まえて，今後返還が想
定される米軍基地跡地に対する開発について考え
ると，基地跡地開発は，他地域との機能分担と補
完を計画段階から見据えることが重要だと言え
る．さらに，開発の各段階においては，行政と企
業，住民の間の意思疎通と連携が望まれる．その
上で地域の独自性と特徴を活かす持続的な発展を
目指すべきだろう．
第 9 図　1995～2014 年沖縄県中部地域における一人当たりの所得の変化
出典　沖縄県企画部統計課『沖縄県市町村民所得』（2000）（2017）をもとに筆者作成
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注　記
 1） SACO＝Special Action Committee on Okinawa
（沖縄に関する特別行動委員会）沖縄に所在する米
軍施設に関わる諸課題に関して協議することを目的
として 1995 年日米両政府によって設置された．
 2） 南は「県の面積の 2 割近く」と述べているが，こ
こでは，県ではなく，離島の島々を除き，沖縄本島
の面積の 2 割強である．
 3） マクロな面から分析する開発の経済効果は朱
（2018）「沖縄本島における米軍基地跡地開発の検証
―北谷町の美浜アメリカンビレッジ地区を例とし
て―」法政大学大学院国際日本学インスティ
テュート，修士卒業論文（未公開）を参考．
 4） アメリカ合衆国政府は 1961 年 10 月に大統領特別
補佐官のケイセンを代表とする調査団を沖縄に派遣
した．1962 年 3 月に同調査団の報告に基づき，沖
縄新政策（ケネディ政策）を発表した．ケネディ政
策では，沖縄が日本の本土の一部であることを認
め，日本の対沖縄援助について継続的に協議するこ
とを明らかにするとともに，教育，医療，社会保障
の 3 分野において日本本土との格差解消が謳われた
（松本（2004），桜澤（2016）参照）．そのため，沖
縄の経済は 1961 年の時点で前と変わり，統計上の
関係で，ここで 1961 年からのデータを取り入れた．
 5） ここでの駐留軍用地の面積は自衛隊の利用軍用地
を含めたものである．
 6） 美浜は米軍から返還されたメイモスカラー射撃場
跡地（22.9 ha）の新しい名称である．美浜地区には
メイモスカラー射撃場跡地に隣接する公有水面埋立
地である美浜アメリカビレッジ地区（22.7 ha）が含
まれる．本稿では美浜アメリカビレッジはメイモス
カラー射撃場跡地開発の延長に開発されたもので，
それも跡地開発の一形態と見なすべきだと考えてい
る．
 7） 沖縄県（2014）『沖縄の産業』「産業のうちわけ」：
第 1 次産業 1.6％，第 2 次産業 12.3％，第 3 次産業
85.9％
 8） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課への聞き取り
よりおよび北谷町公式ホームページ「北谷町の歴
史」と「戦前の北谷」．
 9） 那覇新都心地区の返還される前の名．
10） 小禄金城地区の返還される前の名．
11） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課への聞き取り
よりおよび真喜屋（2007）を参考．
12） 土地区画整理とは，整備が必要とされる市街地に
おいてその一定の地域内で，土地所有者等からその
土地の面積や位置などに応じて，少しずつ土地を提
供（減歩）してもらい，これを道路・公園などの公
共施設用地等に整備することにより， 残りの土地
（宅地）の利用価値を高め，健全な市街地とする事
業のことである．
13） ㈱ベルシステム 24
14） 1994 年度から土地分譲という形で企業誘致を始
め，1999 年度全ての土地売買契約が完了した．
1997 年 7 月から誘致した企業から順次開業し，
2004 年に最終的完成という形で進められてきた． 
15） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課の聞き取りよ
りおよび北谷町 2004『美浜タウンリゾート・アメ
リカンビレッジ完成報告書』．
16） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課の聞き取りよ
り．
17） ザ・ビーチタワー沖縄の延床面積 21,607 m2，客
室数 280 室，宿泊定員 866 名．
18） 当時の 2004 年まで．
19） 周辺市町村とは，西原町，沖縄市，浦添市（2 施
設），宜野湾市，北中城村のことである．
20） 吸引力指数とは，購買人口 / 対象自治体の行政人
口で算出したものであり，係数値が大きいほど対象
自治体の行政人口に比して顧客を吸引していると言
える．
21） 購買人口とは，地元自治体内で買い物する人の数
と他市町村から買い物に来る人の数を足したもので
ある． 
22） 店舗の業種の分類法は総務省統計局（2002）『商
業解説』「日本標準産業分類一覧（中分類）」に基づ
くものである．
23） 生活関連・娯楽業の内容は，美容室，カラオケ，
ボディマッサージ，エステ，映画館，ボーリング場
などといった複合サービスを提供する店舗を指す．
24） 北谷町の統計課がこの 2001 年から 2014 年に限っ
て作成したデータであるため，2015 年以降のデー
タは存在していない．
25） フィッシャリーナ地区とは，美浜アメリカンビ
朱　 暁蕾
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レッジ地区に隣接する地区である．当該地区は西海
岸地域における最後の大型開発プロジェクトとし
て，1999 年に基本構想が策定され，主に宿泊施設
の集積地として事業が推進されてきた．
26） 2017 年 9 月北谷町役場企画財政課への聞き取り
より．
参　考　文　献
沖縄県企画部統計課 2000.「沖縄県市町村民所得」．
沖縄県知事公室基地対策課 2007.『駐中軍用地跡地利用
に伴う経済波及効果等検討調査報書（概要版）』pp. 
13-31.
沖縄県知事公室基地対策課 2013.『沖縄の米軍基地』p. 
28・p. 29・p. 163.
沖縄県 2014.『沖縄の産業』「産業のうちわけ」．
沖縄県知事公室基地対策課 2015.『沖縄の米軍および自
衛隊基地（統計資料集）』pp. 39-40.
沖縄県企画部統計課 2017.「沖縄県市町村民所得」．
桜澤 誠 2016.『沖縄現代史』中公新書． pp. 108-112.
総務省統計局 2002.『商業解説』「日本標準産業分類一
覧（中分類）」．
北谷町 2017.「西海岸を活かしたまちづくり」p. 8・p. 
12・p. 29.
塚田大海志 2004．「沖縄県における跡地利用制度の沿
革と問題点」．
仲里嘉彦監修 2000．『まちづくりの軌跡と新たなる挑
戦― 手法と実践そして夢の実現へ―』春夏秋冬
社 .  pp. 46-54．
松本英樹 2004.「沖縄における米軍基地問題―その歴
史的の経緯と現状―」『レファレンス』54 巻 7 号 
国立国会図書館．p. 39.
真喜屋美樹 2007.「沖縄における軍事基地の跡地利用 
開発の検証― 那覇市，北谷町，読谷村の事例か 
ら ―」Graduate School of Asia-Pacific Studies, 
Waseda University Journal of the Graduate School 
Asia-Pacific Studies No. 13. pp. 169-194.
南裕一郎 2015．「米軍基地の返還と跡地利用― 沖縄
県北谷町の事例―」『名古屋短期大学研究紀要』第
53 号 国立国会図書館．pp. 217-228.
屋嘉宗彦 1993．「沖縄におけるリゾート開発（その 1）」
『法政大学教養部紀要』第 87 号．
屋嘉宗彦 1995．「沖縄におけるリゾート開発（その 2）」
『法政大学教養部紀要』第 94 号 社会科学編．
屋嘉宗彦 2016．『沖縄自立の経済学』七つ森書館．
屋嘉宗彦 2016．「基地と沖縄経済」『唯物論』（東京唯
物論研究会）第 90 号．
